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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第78期
第１四半期
連結累計期間

第79期
第１四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 74,407 75,098 342,989

経常利益 (百万円) 2,235 3,064 9,938

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 1,445 2,072 9,220

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,112 3,112 18,748

純資産額 (百万円) 134,929 149,904 149,553

総資産額 (百万円) 365,774 371,098 386,469

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 5.22 7.48 33.29

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.5 39.9 38.3
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ない。

 また、主要な関係会社の異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高については、前年同四半期比691百万円

増加（0.9％増）の75,098百万円となった。営業利益については、国内工事の採算改善により前年同四半期比644百

万円増加（30.9％増）の2,731百万円となった。経常利益については、前年同四半期比828百万円増加（37.1％増）

の3,064百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益については、前年同四半期比627百万円増加（43.4％

増）の2,072百万円となった。

なお、当社グループの売上高の大部分を占める完成工事高は、計上時期が第４四半期連結会計期間に集中する傾

向にあるが、販売費及び一般管理費は経常的に発生することから第１四半期累計期間の売上高に対する費用負担割

合が大きくなる傾向にある。

 

報告セグメント等の業績は、次のとおりである。

セグメントの業績については、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて記載している。

 

① 土木事業

当セグメントの売上高は、前年同四半期比6.3％増の31,902百万円となり、セグメント利益は前年同四半期

比38.1％増の650百万円となった。

当社単体の土木工事の受注高は、前年同四半期に首都圏の大型道路トンネル工事の受注があったため、前年

同四半期と比べ46,668百万円減少（78.9％減）の12,485百万円となった。

② 建築事業

当セグメントの売上高は、前年同四半期比1.9％減の41,562百万円となり、セグメント利益は97.7％増の

1,599百万円となった。

当社単体の建築工事の受注高は、主に大型の再開発物件を受注したことにより、前年同四半期と比べ18,720

百万円増加（54.3％増）の53,180百万円となった。
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③ 不動産事業等

当セグメントは、主にグループ保有不動産の賃貸収入により構成されており、当第１四半期連結累計期間の

セグメント売上高は前年同四半期比17.0％減の1,808百万円となり、セグメント利益は前年同四半期比40.4％

減の480百万円となった。

 

当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業では、受注請負形態をとっている。

参考までに提出会社個別の建設事業における受注工事高、完成工事高及び繰越工事高は、次のとおりである。

期別 区分
期首

繰越工事高
(百万円)

受注工事高
(百万円)

計
(百万円)

完成工事高
(百万円)

繰越工事高
(百万円)

前第１四半期累計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

土木工事 179,589 59,154 238,743 29,938 208,805

建築工事 163,521 34,459 197,981 37,550 160,430

計 343,111 93,613 436,725 67,488 369,236

当第１四半期累計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

土木工事 207,570 12,485 220,055 31,882 188,172

建築工事 156,346 53,180 209,527 39,351 170,175

計 363,917 65,665 429,582 71,234 358,348

前事業年度
自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

土木工事 179,589 171,532 351,122 143,552 207,570

建築工事 163,521 167,561 331,083 174,736 156,346

計 343,111 339,094 682,206 318,289 363,917
 

 

(2) 財政状態の分析

① 資産

当第１四半期連結会計期間末の資産については、主に受取手形・完成工事未収入金等の売掛債権の減少や借

入金返済による現金預金の減少等により、前連結会計年度末と比較して15,371百万円減少（4.0％減）の

371,098百万円となった。

② 負債

当第１四半期連結会計期間末の負債については、支払手形・工事未払金等の仕入債務の減少や借入金の減少

等により、前連結会計年度末と比較して15,722百万円減少（6.6％減）の221,193百万円となった。

③ 純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産については、配当金の支払いにより利益剰余金が減少したが、株価上

昇によりその他有価証券評価差額金が増加したこと等により、前連結会計年度末と比較して351百万円増加

（0.2％増）の149,904百万円となった。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して1.6ポイント

増加して39.9％となった。

 

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は262百万円である。

なお、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 277,957,513 277,957,513
東京証券取引所
市場第一部

単元株数は1,000株である。

計 277,957,513 277,957,513 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年６月30日 ― 277,957 ― 23,513 ― 20,780
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため記載す

ることができないことから、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載している。

 

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　       

 1,006,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

275,908,000
275,908 ―

単元未満株式
普通株式

1,043,513
― ―

発行済株式総数 277,957,513 ― ―

総株主の議決権 ― 275,908 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式３株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西松建設㈱

東京都港区虎ノ門１丁目23番１号 1,006,000 ― 1,006,000 0.36

計 ― 1,006,000 ― 1,006,000 0.36
 

　

 
２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 37,572 35,593

  受取手形・完成工事未収入金等 152,229 143,546

  有価証券 177 177

  未成工事支出金 14,537 14,041

  販売用不動産 2,917 2,911

  不動産事業支出金 1,896 2,063

  材料貯蔵品 156 198

  繰延税金資産 4,317 3,586

  立替金 13,336 11,757

  その他 8,973 5,490

  貸倒引当金 △243 △269

  流動資産合計 235,871 219,096

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 22,507 22,305

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 1,000 965

   土地 45,758 45,823

   リース資産（純額） 96 86

   建設仮勘定 776 1,121

   有形固定資産合計 70,140 70,301

  無形固定資産 719 695

  投資その他の資産   

   投資有価証券 75,701 76,552

   長期貸付金 176 158

   繰延税金資産 11 14

   その他 3,962 4,390

   貸倒引当金 △114 △112

   投資その他の資産合計 79,738 81,003

  固定資産合計 150,598 152,001

 資産合計 386,469 371,098
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 102,505 93,001

  短期借入金 36,807 36,439

  1年内償還予定の社債 825 -

  未払法人税等 1,659 427

  未成工事受入金 15,176 14,052

  完成工事補償引当金 1,322 1,527

  賞与引当金 1,533 946

  工事損失引当金 6,031 4,987

  不動産事業等損失引当金 36 29

  預り金 16,979 18,445

  その他 8,556 8,340

  流動負債合計 191,434 178,197

 固定負債   

  社債 10,000 10,000

  長期借入金 6,286 3,942

  繰延税金負債 13,994 14,016

  環境対策引当金 226 226

  退職給付に係る負債 11,058 10,914

  資産除去債務 206 207

  その他 3,709 3,688

  固定負債合計 45,481 42,995

 負債合計 236,915 221,193

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 23,513 23,513

  資本剰余金 20,780 20,780

  利益剰余金 78,372 77,676

  自己株式 △299 △300

  株主資本合計 122,367 121,669

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 27,759 28,473

  為替換算調整勘定 225 241

  退職給付に係る調整累計額 △2,504 △2,269

  その他の包括利益累計額合計 25,480 26,445

 非支配株主持分 1,706 1,789

 純資産合計 149,553 149,904

負債純資産合計 386,469 371,098
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高   

 完成工事高 72,267 73,263

 不動産事業等売上高 2,139 1,834

 売上高合計 74,407 75,098

売上原価   

 完成工事原価 67,916 67,753

 不動産事業等売上原価 1,140 1,140

 売上原価合計 69,057 68,894

売上総利益   

 完成工事総利益 4,350 5,509

 不動産事業等総利益 999 694

 売上総利益合計 5,349 6,204

販売費及び一般管理費 3,263 3,473

営業利益 2,086 2,731

営業外収益   

 受取利息 58 31

 受取配当金 414 405

 その他 88 63

 営業外収益合計 561 500

営業外費用   

 支払利息 142 117

 為替差損 170 16

 その他 98 32

 営業外費用合計 412 167

経常利益 2,235 3,064

特別利益   

 固定資産売却益 0 -

 特別利益合計 0 -

特別損失   

 固定資産売却損 0 21

 投資有価証券評価損 - 36

 その他 124 4

 特別損失合計 124 62

税金等調整前四半期純利益 2,110 3,001

法人税等 518 875

四半期純利益 1,592 2,126

非支配株主に帰属する四半期純利益 147 53

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,445 2,072
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 1,592 2,126

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,315 714

 為替換算調整勘定 △47 36

 退職給付に係る調整額 252 234

 その他の包括利益合計 2,520 985

四半期包括利益 4,112 3,112

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,976 3,038

 非支配株主に係る四半期包括利益 136 74
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項なし。

 

 
(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更した。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連

結財務諸表に反映させる方法に変更する。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結

会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用している。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はない。
 

 
 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

従業員の金融機関からの住宅取得資金借入に対し債務保証を行っている。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

 110百万円 105百万円
 

 

２　当社及び一部の連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため、貸出コミットメント契約を締結してい

る。　

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

貸出コミットメント総額 25,543百万円 25,465百万円

借入実行残高 ― ―
 

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費  408百万円 467百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,661 6.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,769 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)土木事業 建築事業 不動産事業等

売上高       

  外部顧客への売上高 30,000 42,370 2,036 74,407 - 74,407

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

- - 140 140 △140 -

計 30,000 42,370 2,177 74,548 △140 74,407

セグメント利益 471 809 806 2,086 - 2,086
 

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)土木事業 建築事業 不動産事業等

売上高       

  外部顧客への売上高 31,902 41,562 1,633 75,098 - 75,098

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

- - 174 174 △174 -

計 31,902 41,562 1,808 75,273 △174 75,098

セグメント利益 650 1,599 480 2,731 - 2,731
 

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益  ５円22銭 ７円48銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 1,445 2,072

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

1,445 2,072

   普通株式の期中平均株式数(千株) 276,969 276,949
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 
(重要な後発事象)

  （無担保社債の発行）

当社は、平成27年７月24日を払込期日とする無担保社債を下記の条件にて発行している。

なお、この発行は、募集総額等を定めた平成27年６月25日開催の取締役会における包括決議に基づくものであ

る。

 
　（１）第６回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

　１．発行総額　　　　　　150億円

　２．発行価格 　　　　　 各社債の金額100円につき金100円

　３．利率　　　　　　　　年0.50%

　４．払込期日　　　　　　平成27年７月24日

　５．償還期限　　　　　　平成32年７月24日

　６．資金使途　　　　　　借入金返済資金に充当

　７．財務上の特約　　　　「担保提供制限条項」が付されている

 
　（２）第７回無担保社債（社債間限定同順位特約付）

　１．発行総額　　　　　　100億円

　２．発行価格 　　　　　 各社債の金額100円につき金100円

　３．利率　　　　　　　　年0.81%

　４．払込期日　　　　　　平成27年７月24日

　５．償還期限　　　　　　平成34年７月22日

　６．資金使途　　　　　　借入金返済資金に充当

　７．財務上の特約　　　　「担保提供制限条項」が付されている

 

 
２ 【その他】

該当事項なし。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月６日

西松建設株式会社

取締役会  御中

 

仰 星 監 査 法 人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   福　　田　　日　　武   印

 

 

業務執行社員  公認会計士   新　　島　　敏　　也   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西松建設株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西松建設株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

 

EDINET提出書類

西松建設株式会社(E00060)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

